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抄 録
世界的に地球温暖化防止の取り組みが広がる中，下水処理場においても省エネ・創エネ

技術の導入が進められている。下水処理場で発生する下水汚泥は，嫌気性消化処理を行う
ことで下水汚泥量を削減している。また，嫌気性消化で発生するバイオガスは，これまで
主に嫌気性消化槽の加温に用いられていたが，現在は発電機にて電力エネルギーに変換し
下水処理場の動力や売電収入を得る取り組みが広がっている。
当社では嫌気性消化における下水汚泥の分解率向上によるバイオガス発生量の増大と，

下水汚泥発生量の削減を目的として，可溶化技術を開発してきた。本論文では，濃縮余剰
汚泥を対象としたオゾン可溶化反応装置の開発について，技術課題とその取り組みについ
て述べる。

Abstract
As efforts to prevent global warming spread worldwide, energy - saving and creative
technologies are being introduced in sewage treatment plants. Sewage sludge generated
at sewage treatment plants is treated by anaerobic digestion to reduce the amount.
And biogas generated from anaerobic digestion has been mainly used to heat anaerobic
digestion tanks. However, there is now a growing trend to convert the biogas into
electric energy using generators and supply it to sewage treatment plants or to generate
income from the sale of electricity has been spreading. We have developed solubilization
technology to increase biogas generation by improving the decomposition rate of sewage
sludge in anaerobic digestion and to reduce sewage sludge generation . This paper
describes the development of an ozone solubilization reactor for concentrated excess
sludge.

論 文

３２



図１ 開発趣旨の概略図
Fig．１ Schematic diagram of development purpose

１ 緒言
現在，我が国では下水汚泥２２０万 t／年（乾燥重

量）１），食品廃棄物１７２８万 t／年（乾燥重量として３４５
万 t／年と推定）２），し尿処理汚泥１２１０万 t／日（乾燥重
量として２４０万 t／年と推定）３）など大量の有機性廃棄
物が発生している。これら有機性廃棄物からバイオ
ガスを発生させ発電する場合の発電量は年間３００億
kWhと試算されており１）－５），エネルギー回収の重
要性は高い。しかしながら，有機性廃棄物からエネ
ルギー回収を実施している割合は，下水汚泥が約
１３．７％１），食品残渣においては２．８％２），し尿処理に
おいては僅か０．０５％３）と低い状況に留まっている。
これは，食品残渣やし尿汚泥単独での消化発酵では
設備の規模が小さくなる傾向にあり，設備投資に対
してのエネルギー回収効果が小さいことに起因して
いると考えられる。
このような状況下，食品残渣やし尿汚泥，下水汚

泥等の有機性廃棄物を集約し，消化発酵させバイオ
ガス回収を行うケースが見受けられるようになっ
た。そこで，当社は三菱電機株式会社と共同で，原
料集約によるスケールアップ効果に加えて，更なる
プロセスの経済性向上を目指し，有機性廃棄物に可
溶化処理を施すことで，汚泥発生量の削減割合（以
下，減容化率という）と同時に有機性廃棄物からバ
イオガスが発生する割合（以下，バイオガス化率と
いう）の向上を図ることを目的としたオゾン可溶化
反応装置の開発を進めてきた。
具体的には，有機性廃棄物の中でも，発酵におけ

るバイオガス化率，減容化率が共に低い余剰汚泥を
対象として，オゾン化した酸素ガス（以下，オゾン
化ガスという）による可溶化処理を施すものである。
オゾン化ガスによる余剰汚泥や消化汚泥の可溶化技
術は，以前より研究が行われてきたが，減容効果の
みを実現する技術や高度にシステム化された機器に
より構成させるものであった。そこで我々は，下水
処理場への適用性を考慮し，濃縮余剰汚泥を対象と
した反応装置の開発を目指した（図１参照）。これに
より濃縮機と消化発酵槽の間に可溶化反応装置を設
けるのみの簡便なシステム構成となる。一方，課題
として，濃縮余剰汚泥は，粘性が高く，気体との反
応性が低いため，可溶化反応装置内に投入するオゾ

ン量（以下，投入オゾン量という）と排出するオゾン
量（以下，出口オゾン量という）との差（以下，オゾ
ン消費率という）が３０％以下と低いことが課題で
あった。本論文では，上記した課題解決に向けた取
り組みと，開発したオゾン可溶化反応装置について
述べる。

２ オゾンによる余剰汚泥可溶化技術
の概要

オゾンによる汚泥可溶化の原理を図２に示す。余
剰汚泥はオゾンおよびオゾンとH２Oが反応するこ
とにより生じるOHラジカルにより，細胞壁を構成
するペプチドグリカンの結合を酸化分解する。これ
により，汚泥が低分子化し可溶化する。
また，有機物の発酵の経路は図３に示す通り，加

水分解工程（第一段階），酸生成工程（第二段階），メ
タン生成工程（第三段階）からなり，最終生成物とし
てバイオガス（メタンおよびCO２）となる。ここで，
オゾンと余剰汚泥が反応し酸化分解することによ
り，前述の第一段階および第二段階の反応を一部代
替し，発酵が促進されることで，バイオガス化率
向上および汚泥発生量の低減を図ることが可能と
なる。

３ 高濃度オゾンと特殊撹拌翼による
オゾン可溶化反応装置の特徴

濃縮余剰汚泥の可溶化反応装置は，有機物のバイ
オガス化率が低い余剰汚泥を対象とした装置であ
る。濃縮余剰汚泥を対象とすることで，濃縮機と消
化発酵槽の間に可溶化反応装置を設置するのみで，

濃縮余剰汚泥を対象としたオゾン可溶化技術～高濃度オゾンと特殊撹拌翼によるオゾン可溶化反応装置の開発～
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図４ オゾンと有機物の反応経路模式図
Fig．４ Schematic diagram of reaction

図５ オゾン可溶化反応装置
Fig．５ Ozone solubilization reactor（demonstration test）

図６ オゾン可溶化反応装置（写真）
Fig．６ Ozone solubilization reactor（photo）

可溶化処理を行うことが出来る。濃縮余剰汚泥とオ
ゾンとの反応は，図４に示すとおり，ガス状のオゾ
ンが液中に溶解・拡散し，汚泥中の有機物と反応す
る経路をたどる。ここで，液中への溶解が反応の律
速となることから（式１参照），液中への溶解速度を
高める工夫を施した。
具体的には，オゾン化ガスを微細化する特殊な撹

拌翼（式１の aを増加）と高濃度オゾンをもちいるこ
とで（式１の Δ［O３］を増加），オゾン消費率向上を意
図した工夫を施した。
本装置の特殊撹拌翼は，オゾン化ガスの微細化を

目的として，翼のせん断力を高めるため複数の穴を
あけている。この穴をオゾン化ガスが通過する際
に，オゾン化ガスを微細化し，濃縮余剰汚泥との接
触面積を増加させることで，液中への溶解率を高め
ることが出来る。また，高濃度オゾンをもちいるこ
とで，単位接触面積当たりのオゾンの溶解速度を高
め，効率的にオゾン化ガスと濃縮余剰汚泥を反応さ
せることができる。開発したオゾン可溶化反応装置
（実規模試験装置）の概略図および写真を図５および
図６に示す。

溶解速度式 ： Q = kl × a × Δ［O３］ ……式１
Kl ： 気液間物質移動係数
a ： 比表面積

Δ［O３］：オゾン濃度差

４ 下水処理場における実証試験
４．１ 試験方法
可溶化処理には，下水処理場で採取した水中に懸
濁している不溶解性物質（SS）濃度が２．５～４．０％の
濃縮余剰汚泥を使用した。可溶化反応装置に１回あ
たり約７９０Lの濃縮余剰汚泥を貯留してバッチ方式
の処理を行った。濃縮余剰汚泥を撹拌しながら濃度
２００～２３０g/Nm３のオゾンガスを注入し，濃縮余剰汚

図３ 有機物の発酵経路
Fig．３ Anaerobic digestion pathways

図２ 余剰汚泥可溶化の原理（概念図）
Fig．２ Mechanism of excess sludge solubilization
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図７ 消化試験のフロー図
Fig．７ Flow chart of digestion test

泥のオゾン吸収量が６０～８０mg－０３／g-SS になるま
で処理を行った。下水処理場では，この可溶化処理
を春，夏，秋，冬の各季節において各々約１か月間
試験的に行った。可溶化反応装置の性能を評価する
ため，オゾン消費率と浮遊物（VSS）可溶化率を算出
し，開発目標値（オゾン消費率：平均８０％以上，浮
遊物可溶化率：平均２０％以上）に対する達成度を評
価した。ここで，開発目標値は，下水処理量４３，０００
m３／日の下水処理場を対象とした経済性評価により
決定した。オゾン消費率を算出するため，可溶化反
応装置の入口オゾン濃度と出口オゾン濃度を測定
し，その差から濃縮余剰汚泥によって消費されたオ
ゾン量を求めた。浮遊物（VSS）可溶化率を算出する
ため，可溶化処理前後の濃縮余剰汚泥のVSS濃度
を測定した。
バイオガス化率の効果確認を行うため，実験室に

て嫌気性消化発酵試験を行った。下水処理場で行わ
れている消化発酵の条件をもとに，初沈汚泥と濃縮
余剰汚泥を容積比１：１で混合させて消化試験を行っ
た。消化試験のフローを図７に示す。可溶化処理系
では，オゾン処理で可溶化した濃縮余剰汚泥（オゾ
ン処理濃縮余剰汚泥）と濃縮初沈汚泥７５mLずつ混
合して消化発酵槽に投入した。対照系では，未処理
の濃縮余剰汚泥と濃縮初沈汚泥を７５mLずつ混合し
て消化発酵槽に投入した。消化発酵槽に貯留した消
化汚泥が４．５Lになるように，消化発酵槽から投入
した混合汚泥量と同量の消化汚泥（１５０mL）を引き抜
いた。また，消化発酵槽から発生したバイオガス
は，アルミガスパックで採取して，１日当たりのガ
ス発生量を測定した。消化汚泥は３６～３８℃に加温
し，消化発酵槽内で温度が一定になるように撹拌を
行った。この消化発酵試験におけるHRT（水理学的
滞留時間）は３０日である。消化試験に用いた汚泥の
有機物総量（VTS）濃度は，濃縮初沈汚泥が２．２％，
濃縮余剰汚泥が２．８％である。消化試験は６７日間
行った。
消化発酵試験後の消化汚泥を用い，可溶化処理に

よる水処理への影響を検討した。具体的には前述し
た嫌気性消化発酵試験にて得られた消化汚泥を脱水
処理し脱離液を得る。脱離液の性状を比較すること
で，返流水質への影響と流入水質に与える影響を比
較し評価を行った。ここで，流入水質については，

実証試験を実施した下水処理場の監理年表の値をも
ちいて試算を行った。

４．２ 試験結果
（１）可溶化反応装置のオゾン消費率
図８に四季ごとのオゾン消費率の平均と通年での
全体平均を示す。最も高い消費率は夏季の９１．８％，
最も低い消費率は冬季の８７．５％，全体平均は８９．４％
であった。オゾン消費率は，いずれの季節において
も開発目標の平均８０％以上であった。この結果か
ら，高濃度オゾンガスを注入し，特殊撹拌翼でオゾ
ンガス気泡を微細化する方法は，濃縮余剰汚泥の可
溶化に効果的であることが示された。ここで，四季
の試験結果から，オゾン消費率は，夏場に最も高い
値を，冬場に最も低い値となった。また，春および
秋は同程度の値であった。外気温により汚泥の粘性

図８ 四季ごとのオゾン消費率
Fig．８ Ozone consumption rates by season
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図９ 四季ごとの浮遊物（VSS）可溶化率
Fig．９ Suspended solids（VSS）solubilization rate by season

図１０ VTSあたりのバイオガス発生量
Fig．１０ Biogas generation per VTS

試料名
BOD CODMn 全リン

T-P
全窒素
T-N

mg/L mg/L mg/L mg/L
対照系 ３６ １５０ ４００ １，０００
可溶化系 １２０ ５１０ ４２０ １，３００

表１ 脱水脱離液性状
Table１ Dehydration desorption liquid Properties

試料名
BOD CODMn 全リン

T-P
全窒素
T-N

ton／日 ton／日 ton／日 ton／日
対照系① １７．５９ ９．９０ ０．５８ ３．７３
可溶化系② １７．６３ １０．０８ ０．５９ ３．８９
負荷増加率
②／①×１００ １００．３ １０１．９ １０１．８ １０４．２

表２ 脱水脱離液による流入水への影響評価
Table２ Assessment of impact of dehydration desorption
liquid on influent

や密度が影響を受けることになるが，気温が高い夏
には，汚泥の粘度と密度が小さくなり，オゾン気泡
が微細化しやすくなったことで，オゾン消費率が高
くなったと考えられる，また，四季ごとのオゾン消
費率は試験期間通年平均の８９．４％±３％の範囲内に
あり，オゾン消費率の四季の変動は小さいとの結果
が得られた。

（２）浮遊物（VSS）可溶化率
図９に四季ごとの浮遊物（VSS）可溶化率の平均と

全体平均を示す。最も高い可溶化率は春季の
３５．６％，最も低い可溶化率は冬季の２５．２％，全体平
均は３０．２％であった。この結果から，６０～８０mg-
O３／g-SS のオゾン吸収量で処理した濃縮余剰汚泥
は，浮遊物（VSS）可溶化率が，いずれの季節におい
ても開発目標の平均２０％以上となることが示され
た。浮遊物（VSS）可溶化率が，季節によって１０％程
度異なる要因としては，余剰汚泥の性状が季節に
よって異なること等が考えられるが，より詳細な確
認・検証の余地が残されていると考えている。

（３）バイオガス増産効果
６７日間の消化試験で発生したバイオガスの総量と
消化槽に投入した混合汚泥の有機物総量（VTS）１g
あたりから発生したバイオガス量を算出した結果を
図１０に示す。初沈汚泥と濃縮余剰汚泥を投入した対
照系から発生したバイオガス量は０．３７L/g-VTSで
あった。初沈汚泥とオゾン処理を行った濃縮余剰汚
泥を投入した可溶化処理系から発生したバイオガス
量は０．４５L/g-VTSに増加した。濃縮余剰汚泥をオ
ゾン処理によって可溶化することで，バイオガス発

生量は２２％増加することを確認した。この結果か
ら，オゾン処理による濃縮余剰汚泥の可溶化処理に
より，バイオガス化率が向上することが示された。

（４）水質への影響に対する検討結果
６７日間の消化試験で得られた消化汚泥を基に，脱
水脱離液を抽出し，性状確認を行った結果を表１に
示す。

表１の脱水脱離液性状を基に，下水処理場の令和
元年度 維持管理年報の流入水性状から影響を試算
した結果を表２に示す。現状を模擬した対照系の返
流水水質から試算した①流入水＋返流水と，可溶化
を実施した際を模擬した可溶化系の返流水水質から
試算した②流入水＋返流水を比較した結果，負荷増
加率が最も大きいT-Nにおいても５％以下の増加
率となることが確認できた。このことから，可溶化
による水処理への影響は軽微であるものと想定され
る。
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５ 結言
本論文では，下水処理場への適用性を考慮した濃

縮余剰汚泥を対象としたオゾン可溶化反応装置の開
発について述べた。濃縮余剰汚泥は粘性が高く，オ
ゾン消費率が３０％以下と低いことが課題であった
が，高濃度オゾンとオゾン化ガスを効率的に微細化
する特殊撹拌翼により，四季を通して８０％以上のオ
ゾン消費率を安定して実現可能なオゾン可溶化反応
装置を開発するに至った。
今回開発したオゾン可溶化反応装置を用いて作成

したオゾン処理濃縮余剰汚泥を用いた消化発酵試験
では，消化醗酵槽に投入した全有機分（VTS）あた
りのバイオガス発生量が２２％増加する結果が得られ
た。また，可溶化による水処理への影響を試算した
結果，負荷増加率が最も大きいT-Nにおいても
５％以下の増加率にとどまることが確認できた。
今後は，可溶化反応装置，消化醗酵槽，脱水機を

合わせたシステムとして，実規模での確認を実施
し，オゾン可溶化技術による効果検証を進める所存
である。下水汚泥のバイオマスとしての有効利用に
貢献し，下水処理場での省エネ・創エネ技術の開発
と実装を通して，地球温暖化防止等の諸課題解決に
貢献をしていく所存である。
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